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２０１６年８月９日 

報道機関各位 

 

「 ワークライフバランス推進会議 ～生涯活躍と働き方改革を実現する民間運動～ 」 

 

～「組織起点」から「個人起点」でのワークライフバランス推進へ転換を～ 

 

「ワークライフバランス推進会議」では、2006 年の発足以来、ワークライフバランスへの取り組みを、活

動の先駆けとして運動展開してきました。それ以降、ワークライフバランスという言葉の認知度アップとと

もに、政府・企業・労働組合などで、組織における働き方改革を中心に積極的で具体的な推進が図られ

ています。 

しかし、10年が経過した現在においても、大企業と中小企業での進捗度のギャップや、組織と従業員

の認識・意識でのギャップが出てきていることや、組織依存から抜け出せていない実態が、今回、個人

を対象に実施した「ライフスタイルと働き方に関する実態調査」の結果から見えてきました。 

今般、政府から一億総活躍社会の実現に向けた具体的施策やロードマップが示され、働き方改革が

最重要課題に位置づけられていますが、その実現には、ワークライフバランスの実現を通じた、個人の

意欲と能力の向上に支えられた生産性向上が不可欠であると考えます。 

そこで、当会議では、組織を中心としたワークライフバランスの推進から一歩運動を前進させ、個人起

点でのワークライフバランス実現を目指した新たな運動展開に向けた議論をしてまいりました。ここに、こ

れまでの議論と調査をもとに、個人と組織に対し、具体的な行動を提案します。あわせて、「ライフスタイ

ルと働き方に関する実態調査」の結果概要についても発表いたします。 
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２０１６年８月９日 

 

「ワークライフバランス推進会議」 
～生涯活躍と働き方改革を実現する民間運動～ 

 

◆提案 

 
「組織起点」から「個人起点」でのワークライフバランス推進へ転換を 

  ～時間のゆとりを創り出し、希望を見い出す生き方・働き方の実現～ 

 

◆問題提起：  
 

これまでワークライフバランス推進は、組織メリットに重きが置かれてきたが、本来、

個人の生活や社会の質を高めることである。人生の充実、一生の中での仕事の充実という

視点で捉え、仕事や働き方、生活とのバランスの在り方を個人起点で考えるべきである。

日々の仕事と生活に、充実感や自分の成長を実感できる自分の人生に希望を見い出すワー

クライフバランスこそ、今後目指す姿である。 

近年、個人を取り巻く環境が大きく変化している。長寿化により、定年後の人生が長く

なり、定年後も含め仕事以外の時間の過ごし方や、年齢に捉われず働き続けることなどを、

一律ではなく、一人ひとりが望む生き方・働き方を考える時代となった。 

さらに、グローバル化の中で社会の成熟化や産業の高度化などが進み、必ずしも一社で

生涯働き続けなければならない時代ではない。加えて AI、IoT 等技術革新などが急速に発

展することにより、雇用や労働の姿も激変の時代を迎えている。また、経済成長を経験し

たことのない個人が増え、国や企業、そして、自分にも夢や希望をもてない世代が多くな

っていることにも真摯に向き合うべきであると考える。 

従って、一人ひとりが自らの人生を設計するという意識を持ち、社会変化に適応するこ

とを考えなければならない。自分の成長と幸せのために前進していくという、個人の意識

改革が重要であり、生き方・働き方について、自ら考え、目標を設定して行動する「自律

性」が求められる。 

こうした観点から、我々は、これまでの組織での推進を中心にした活動から進化させ、

個人の生き方・働き方をより良くするために、個人・組織・社会はどうあるべきか議論を

重ねてきた。 

個人の選択を尊重する社会、多様な働き方を可能にする社会、エイジフリーを実現でき

る社会の構築を目指し、多様な人材が生涯にわたり活躍できるダイバーシティ社会の実現、

そのための個人起点に立ったワークライフバランスの実現のさらなる推進が必要と考え、

上記の提案と以下の行動を提案したい。 
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◆個人と組織への具体的な５つの行動提案 

 (１）生涯にわたり活躍できるよう、中長期視点で、自らキャリアの形成を図ろう 

〇仕事や働き方への意識が短期的、また、転職･独立への希望を持ちながら働いている傾向が調査

から見える。若い世代を含め、年齢に関係なく、自らの仕事キャリアについて真剣に考える機会

を積極的に増やすことが必要である。 

〇生涯活躍を意識して、仕事･職業生活後も含め、時間軸と価値観を広げ、短期・中長期の視点か

ら、セカンドキャリア･サードキャリアを含め生涯キャリアについて考えることが前提である。 
＊ここでいうキャリアとは仕事や仕事以外の活動を含む人生設計のこと 

＝以上を踏まえ、下記への取り組みが必要と考える＝ 

（２）労働生産性を意識した働き方により、時間のゆとりを創出しよう 

〇仕事を勤務時間内に終える工夫や長時間労働とならない職場の雰囲気がない傾向も調査から見

えるため、個人が時間と仕事の成果への意識を持つようにする。時間のゆとりを作り出すには、

組織だけでなく、個人も独自に工夫を加え、労働時間削減･有休の計画的取得に取り組み、メリ

ハリある働き方や健康管理への意識を高める。 

〇組織は、労働時間の長さではなく効率・生産性が評価される仕組みの導入や、IT利活用や業務

の無駄取りなどで省力化を図り、労働生産性を意識した働き方を推進する。 

（３）技術革新・環境変化に適応するために、学び直しに取り組もう 

〇能力開発や自己啓発への取り組みが進んでいない、また、必要性を感じていないという調査結果

から、自らの能力開発・キャリア開発・専門性向上のため、組織が提供する教育だけでなく、自

己啓発に計画的・継続的に取り組む意思を持つようにする。 

〇今後、AI、ロボット、IoT などの新技術が急速に発展していくことから、時代社会の変化に対応

していくため、何よりも豊かな人生を過ごすためにも、年齢に関わらず、学び直しや長期教育訓

練への取り組みが欠かせない。 

（４）多様な個人ニーズを理解して、柔軟な働き方を実現しよう 

〇フレックスタイム、テレワークなど時間・場所の選択や、自己申告制度(社内公募制・社内 FA

制度など)の利用で希望する仕事選択などの環境が整備・認識されていないという調査結果から、

組織は、個人（従業員）の希望する働き方に耳を傾け、制度の活用方法について十分な情報提供

を行うなど、個人のニーズに応じた運用が求められる。 

〇仕事と生活のバランスのニーズは多様化しており、育児・介護との両立、自己啓発や健康管理な

ど様々である。働き方についても、組織・個人ともに、一律を前提にした考え方から、他者との

違いや多様性を受け入れて選択・行動する姿勢に転換して行く。 

（５）生涯活躍を意識し、社会活動へ積極的に参画しよう 

〇仕事以外に社会と関わる時間を増やしたいと思う人は、若い年代ほど多い傾向が調査から見える。

通常と異なる経験を重ねることは、成長する上で大きな価値を生む。仕事面でも新しい視点から

の発想を生み出すことができるよう、組織も応援すべきである。 

〇定年後においても社会貢献への意識を持てるよう、社会との関わりを早期から持つことが重要で

ある。実務経験者が学校教育で教える、次世代育成への貢献できる人材の活躍も期待される。 

 

個人には、上記提案について、今できることを一つずつ、自らの意思を持って、自律的・主体的に行

動していくことを期待したい。それが、自らの道を拓き、希望につながる。 

一方で、企業・労働組合などの組織は、こうした個人が育ち、活躍できる組織づくりをすることが生

産性向上につながるとの理念をもって、個人の成長を支援していくことが喫緊の課題であり、ワークラ

イフバランスを極めて重要な経営戦略として推進することを求めたい。 

 ※「ライフスタイルと働き方に関する実態調査」結果概要もご参照ください。 


